
（ 内燃機関を 原動力と する 発電設備）  

第 1 3 条 屋内に設ける 内燃機関を 原動力と する 発電設備の位置及び構造は、次に掲げる 基準によ

ら なければなら ない。（ う ）（ か）（ せ）（ ほ）  

⑴ 容易に点検する こ と ができ る 位置に設ける こ と 。  

⑵ 防振のための措置を 講じ た床上又は台上に設ける こ と 。  

⑶ 排気筒は、 防火上有効な構造と する こ と 。  

⑷ 発電機、 燃料タ ン ク その他の機器は、 堅固に床、 壁、 支柱等に固定する こ と 。（ う ）  

２  前項に規定する も ののほか、 屋内に設ける 内燃機関を 原動力と する 発電設備の位置、 構造及び

管理の基準については、 第３ 条第１ 項第 1 7 号及び第 1 8 号の３ 並びに第 1 2 条第１ 項の規定を

準用する 。 こ の場合において、 第３ 条第１ 項第 1 7 号ウ 中「 たき 口」 と ある のは、「 内燃機関」

と 読み替える も のと する 。（ う ）（ か）（ せ）（ ほ）（ ゆ）  

３  屋外に設ける 内燃機関を 原動力と する 発電設備の位置、 構造及び管理の基準については、 第３

条第１ 項第 1 7 号及び第 1 8 号の３ 、 第 1 2 条第１ 項第３ 号の２ 及び第５ 号から 第 1 0 号ま で並

びに第２ 項並びに第１ 項の規定を 準用する 。 こ の場合において、 第３ 条第１ 第 1 7 号ウ 中「 たき

口」 と ある のは、「 内燃機関」 と 読み替える も のと する 。（ し ）（ せ）（ ほ）（ ゆ）  

４  前項の規定にかかわら ず、 屋外に設ける 気体燃料を 使用する ピ ス ト ン 式内燃機関を 原動力と

する 発電設備であつて出力 1 0 キロ ワ ッ ト 未満のも ののう ち、次に掲げる 基準に適合する 外箱に

収納さ れている も のの位置、 構造及び管理の基準については、 第３ 条第１ 項第 1 8 号の３ 、 第

1 2 条第１ 項第７ 号、第８ 号及び第 1 0 号並びに第１ 項（ 第１ 号を 除く 。）の規定を 準用する 。（ ほ）

（ ゆ）  

 ⑴ 厚さ 0 .8 ミ リ メ ート ル以上の鋼板で造ら れたも のである こ と ｡（ ほ）  

 ⑵ 断熱材又は防音材を 使用する も のについては、その断熱材又は防音材が難燃性のも のである

こ と ｡（ ほ）  

 ⑶ 換気口を 設ける も のについては、 その換気口が、 内部の温度を 過度に上昇さ せないための有

効な換気を 行う こ と ができ 、かつ、雨水等の浸入防止の措置が講じ ら れている も のである こ と 。

（ ほ）  

５  前各項に規定する も ののほか、 内燃機関を 原動力と する 発電設備の構造の基準については、

発電用火力設備に関する 技術基準を 定める 省令第 2 7 条の規定を 準用する 。（ ほ）  

 



 

条則 

（ 変電設備等の防火上支障のない措置）  

第５ 条 条例第 1 2 条第１ 項第３ 号ただし 書に掲げる 防火上支障のない措置を 講じ た場合( 条例第

８ 条の３ 第１ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第 1 4 条第２ 項において準用する 場合を 含む。 )と は、 次

の各号のいずれかに該当する 場合と する 。（ と ）  

 ⑴ 変電設備、 燃料電池発電設備、 内燃機関を 原動力と する 発電設備又は蓄電池設備( 以下こ の

項において「 変電設備等」 と いう 。 ) のある 室の床を 不燃材料で造り 、 壁、 柱及び天井の室内

に面する 部分を 不燃材料で覆う と と も に、 窓及び出入口に防火戸を 設け、 かつ、 変電設備等と

こ れら に面する 部分と の間に１ メ ート ル以上の距離がある と き 。（ と ）  

 ⑵ 変電設備等のある 室内に不活性ガス 消火設備又はハロ ゲン 化物消火設備が令第 1 6 条若し

く は第 1 7 条に定める 技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例によ り 設置さ れている

と き 。  

 

２  条例第 1 2 条第１ 項第９ 号の定めによ る 点検、 試験又は補修の結果の記録( 条例第８ 条の３ 第

１ 項及び第３ 項、 第 1 2 条第３ 項、 第 1 2 条の２ 第２ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第３ 項、 第 1 4 条

第２ 項及び第４ 項、 第 1 5 条第２ 項、 第 1 6 条第２ 項並びに第 1 7 条第２ 項において準用する 場

合を 含む。 ) は、 記録表によ り 行い２ 年間保存し なければなら ない。（ あ）（ え）（ か）（ け）（ し ）

（ せ）（ と ）（ ぬ）  

 

( 標識等) （ 抜粋）  

第 1 6 条 条例第 1 2 条第１ 項第５ 号( 条例第８ 条の３ 第１ 項及び第３ 項、 第 1 2 条第３ 項、 第 1 2

条の２ 第２ 項、 第 1 3 条第２ 項及び第３ 項並びに第 1 4 条第２ 項及び第４ 項において準用する 場

合を 含む。 ) 、 第 1 8 条第３ 号、 第 2 4 条第２ 項及び第４ 項及び第５ 項ただし 書及び第５ 号ただ

し 書、 第 2 9 条第６ 項並びに第 5 1 条第４ 号並びに第９ 条第５ 号に規定する 標識及び表示板は、

別表第４ の各項に掲げる 区分に応じ 、それぞれ当該各項の右欄に定める 大き さ 及び色によ る も の

と する 。（ つ）（ と ）（ ぬ）  

 

２ ～３ （ 現行に同じ ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第４ （ 抜粋）（ あ）（ え）（ か）（ く ）（ と ）（ ぬ）  

 

標 識 及 び 表 示 板 

大 き  さ  及 び 色 

大 き  さ  色 

幅 

ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ 

長さ  

ｾﾝﾁﾒ ﾄーﾙ 
地 文字又は表示 

変電設備、 燃料電池発電設備、 急速充電

設備、 内燃機関を 原動力と する 発電設備

又は蓄電池設備である 旨を 表示し た標識 

1 5 以上 3 0 以上 白 黒 

     

 

 

 

【 解説】  

 本条は、 屋内、 屋外に関わら ず、 内燃機関（ ガス タ ービ ン を 含む。） を 原動力と する 発電設備の位

置、 構造及び管理の基準について規定し たも のである 。  

 

１  発電設備の概要 

⑴ 「 内燃機関を 原動力と する 発電設備」 と は、 発電機を 主体と する 設備の一体を いう も のである

が、 危険性が高いこ と から 、 ガソ リ ン 、 軽油、 重油等の液体燃料によ る 出火及び延焼危険を 排除

する と と も に、 電気的原因によ る 出火危険を も 排除し よ う と し たも のである 。  

内燃機関と し てディ ーゼル機関、ガス 機関、ガソ リ ン 機関又はガス タ ービ ン を 原動力と する 発

電設備を いい、 内燃機関を 有し ていない太陽電池、 風力、 水力、 潮力、 容量が５ キロ ボルト アン

ペア未満の小容量のも のなど の発電設備は含ま れない。  

⑵ 本条の発電設備と し ては、 消防用設備等の非常電源と し て設置する 発電設備のみなら ず、 一般

の用途に供する 発電設備についても 適用さ れる 。 ま た、 新し いエネルギー供給形態の一つと し

て、 ガス （ 気体燃料） を 使用し 、 常時発電を 行う 一方、 その排熱を 利用し て給湯など の熱供給

等を 行う こ と ができ る コ ージェ ネレ ーショ ン シス テム がある 。  

⑶ 火力によ る 発電設備は、 内燃機関と 蒸気機関に分けら れる 。  

「 内燃機関によ る 発電設備」 と は、 ガソ リ ン 、 軽油、 重油等の液体燃料の爆発燃焼を 、 直接機

械的エネルギーに交換し て発電機を 回転さ せ発電する も のを いい、 石炭、 重油等の燃焼によ り 、

水を 蒸気に換えて発電する 蒸気機関によ る 発電設備と は異なる 。  

⑷ 発電設備においてガソ リ ン 、 灯油、 重油等の危険物を 取り 扱う 場合、 当該危険物の１ 日あたり

の計画消費量、 実績消費量によ っ ては、 第４ 章（ 指定数量未満の危険物及び指定可燃物の貯蔵及

び取扱いの技術上の基準等） に規定する 少量危険物又は法第３ 章（ 危険物） など 危険物関係法令

の規制対象と なる ため、 周囲と の離隔距離等において注意し なければなら ない。  



⑸ 発電設備の全出力は、 不燃材料で防火的に区画さ れた専用の室（ 専用不燃区画） に設置さ れた

発電機の定格出力( キロ ワ ッ ト ) の合計と なる ( 発電機の出力がキロ ボルト アン ペアで表さ れてい

る 場合には、 発電機の力率を 乗じ る 。 ) 。  

 

２  （ 屋内） 内燃機関を 原動力と する 発電設備の位置及び構造の基準 

第１ 項は、 屋内に設ける 内燃機関を 原動力と する 発電設備について規定し ている 。  

⑴ 第１ 号の「 容易に点検する こ と ができ る 位置」 と は、 発電設備の維持管理を する のに必要な

空間を 確保する ための位置で、 表 1 3 －１ のと おり 空間を 確保する 必要がある 。  

 

表 1 3 －１  

保有距離を 確保する 部分 保有距離 

発電機及び内燃機関 
周 囲 0 .6 メ ート ル以上 

相互間 1 .0 メ ート ル以上 

操作盤 

操作を 行う 面 
1 .0 メ ート ル以上。 ただし 、 操作を 行う 面が

相互に面する 場合は、 1 .2 メ ート ル以上 

点検を 行う 面 
0 .6 メ ート ル以上。 ただし 、 点検に支障と な

ら ない部分については、 こ のかぎり でない。 

換気口を 有する 面 0 .2 メ ート ル以上 

 

 ⑵ 第２ 号は、発電設備の運転に伴う 振動を 他の設備に伝わら ないよ う に防振措置を 講じ た床上又

は台上に設けなければなら ないと 規定し たも のである 。  

「 防振のための措置」 と は、 発電設備の運転に際し ては、 相当大き な振動を 生じ 、 電機配線の接

続部等電機工作物の損傷から 火災を 発生する おそれも ある ので、その振動を 吸収する ための措置

を 指し ている 。その措置と し ては、発電機及びエン ジン の存する 床又は台を 建築物やその他の部

分と 切り 離すか、 又はス プリ ン グ、 砂、 コ ルク 等によ り 振動を 吸収する 方法が適当である 。 ただ

し 、 ガス タ ービ ン のよ う に振動の少ないも のは設けないこ と ができ る 。  

⑶ 第３ 号は、 内燃機関から の排気系統の配管の構造、 設備等を 定めたも のである 。  

「 排気筒」 と は、 内燃機関の燃焼排ガス を 排気する ためのも のであ る 。  

「 防火上有効な構造」 と は、排気筒そのも のが不燃性のも のでなければなら ないこ と はも ちろん

である が、遮熱材を 不燃材料にする こ と のほかに、排気筒を 可燃物と 接触さ せないこ と 及び排気

ガス の熱によ り 延焼する おそれのあ る 可燃物の付近に排気口を 設けないよ う にする こ と が含ま

れている 。  

⑷ 第４ 号は、 発電機、 燃料タ ン ク その他の機器の固定について規定し たも のであり 、 本規定を 踏ま

える と 、本条の適用を 受ける 発電設備は、移動用の発電設備を 除いた定置式の発電設備が該当す

る 。  



 

３  第２ 項は、屋内に設ける 内燃機関を 原動力と する 発電設備に対し て、上記のほかに準用する 規定

を 定めている 。  

⑴ 準用する 規定は、 第３ 条の規定のう ち、 第１ 項第 1 7 号及び第 1 8 号の３ と なっ ており 、 こ の

場合、 第 1 7 号ウ において、「 たき 口」 と ある のは「 内燃機関」 と 読み替える も のと なっ ている 。  

⑵ 第３ 条のほか、 第 1 2 条第１ 項についても 準用する こ と と なっ ている 。  

 ア 同項第３ 号の規定の準用に当たり 、「 消防長が火災予防上支障がないと 認める 構造を 有する

キ ュ ービ ク ル式のも の」 については、 別添資料５ の「 消防長が火災予防上支障がないと 認め

る 構造を 有する キュ ービ ク ル式の変電設備等の基準の制定について」（ 平成４ 年７ 月 3 0 日指

建第 2 4 号） を 参照する こ と 。  

 イ  同項第５ 号の規定の準用に当たっ ては、 標識の文字を 「 発電設備」 と する こ と 。  

 ウ  同項第９ 号の規定の準用によ る 「 必要な知識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する

も の」と し ては、消防局告示第１ 号２ ⑴及び⑶に規定する 次の( ｱ) から ( ｳ) ま での者が該当する 。 

( ｱ)  電気事業法に基づく 電気主任技術者の資格を 有する 者 

( ｲ)  電気工事士法に基づく 電気工事士の資格を 有する 者 

( ｳ)  自家用発電設備専門技術者試験に合格し た者（ 自家用発電設備専門技術者）  

 

４  （ 屋外） 内燃機関を 原動力と する 発電設備の位置、 構造及び管理の基準 

第３ 項は、屋外に設ける 内燃機関を 原動力と する 発電設備について規定し ている が、柱上及び道

路上に設置さ れている 電気事業者用のも のは除外さ れている 。  

 従来、 発電設備は屋内に設ける のが一般的であっ たが、 土地事情等によ り 屋外(屋上) に設ける 発

電設備が増加し てき たこ と から 規定し たも のであり 、 変電設備に関する 規定、 屋内に設ける 発電

設備に関する 規定のほか、 炉に関する 規定が準用さ れている 。  

 

５  （ 屋外） 気体燃料を 使用する ピ ス ト ン 式内燃機関を 原動力と する 発電設備の位置、 構造及び管理

の基準 

第４ 項は、屋外に設ける 気体燃料を 使用する ピ ス ト ン 式内燃機関を 原動力と する 発電設備であっ

て、出力 1 0 キロ ワ ッ ト 未満のも ののう ち、当該設備が鋼鉄製の外箱に収納さ れている も のの位置、

構造及び管理に基準について規定し たも のである 。  

内燃機関を 原動力と する 発電設備のう ち、屋外に設ける 気体燃料を 使用する ピ ス ト ン 式内燃機関

を 原動力と する 発電設備（ ガス エン ジン 式発電設備等） であっ て、 出力 1 0 キロ ワ ッ ト 未満で、 火

災予防上安全な外箱に収納さ れている も のについては、 一般家庭への設置を 想定し 、 その位置、 構

造及び管理の基準を 緩和し ている 。具体的には、以下の要件を 満たす外箱に収納さ れている 場合は、

建築物から ３ メ ート ル以上の距離を 保つこ と 等を 要し ないこ と と し たも のである 。  

‣  板厚が 0 .8 ミ リ メ ート ル以上の鋼板製の外箱 

‣  外箱の断熱材又は防音材に難燃性のも のを 使用 

‣ 内部の温度が過度に上昇し ないよ う に有効な換気を 行う こ と ができ 、かつ、雨水等の浸入防

止措置が講じ ら れている 換気口を 設けた火災予防上安全な外箱 



 

６  その他内燃機関を 原動力と する 発電設備の構造の基準 

第５ 項は、 安全装置と し て、 発電用火力設備に関する 技術基準を 定める 省令（ 平成９ 年３ 月 2 7

日通商産業省令第 5 1 号） 第 2 7 条の規定を 準用する こ と を 定めたも のである 。  

 

発電用火力設備に関する 技術基準を 定める 省令（ 平成９ 年３ 月 2 7 日通商産業省令第 5 1 号）  

（ 非常停止装置）  

第 2 7 条 内燃機関には、 運転中に生じ た過回転その他の異常によ る 危害の発生を 防止する た

め、 その異常が発生し た場合に内燃機関に流入する 燃料を 自動的かつ速やかに遮断する 非常調

速装置その他の非常停止装置を 設けなければなら ない。  

 

⑴ 同条は、非常停止装置について規定さ れており 、一般用電気工作物である 内燃機関及び定格出

力が 5 0 0 キロ ワ ッ ト を 超える 内燃機関に適用さ れる 。  

⑵ 同条の解釈に当たっ て は、「 発電用火力設備の技術基準の解釈」（ 平成 2 5 年５ 月 1 7 日付

2 0 1 3 0 5 0 7 商局第２ 号） を 参照する こ と 。  

 

「 発電用火力設備の技術基準の解釈」（ 平成 2 5 年５ 月 1 7 日付 2 0 1 3 0 5 0 7 商局第２ 号）  

（ 非常停止装置）  

第 4 0  条 省令第 2 7 条の規定は、 一般用電気工作物である 内燃機関及び定格出力が 5 0 0 kW を

超える 内燃機関に適用する 。  

 

２  内燃機関の定格出力が 5 0 0  kW を 超える 場合には、 省令第 2 7 条に規定する 「 過回転」 と

は、 内燃機関の回転速度が定格の回転速度を 超えた場合を いい、「 その他の異常」 と は冷却水

の温度の異常な上昇又は冷却水の供給停止を いう 。  

 

３  内燃機関が一般用電気工作物である 場合には、 省令第 2 7 条に規定する 「 過回転」 と は、

内燃機関の回転速度が定格の回転速度を 超えた場合を いい、「 その他の異常」 と は、 次の各号

のいずれかに該当する こ と を いい、 前項の規定は適用し ない。 ただし 、 潤滑油を 非強制潤滑

方式で供給する も のであっ て、 潤滑油量が低下し た場合に運転を 自動停止する も のについて

は第三号の規定、 移動用のも のについては第四号の規定、 潤滑油の温度を 冷却水の温度で管

理する も のについては、 第六号の規定、 気体燃料を 用いる も のであ っ て、 漏えいし た燃料が

筐体内に滞留し ない構造である も のについては第七号の規定は、 適用し ない。  

一 原動機制御用圧油装置の油圧、 圧縮空気装置の空気圧又は電動式制御装置の電源電圧の

異常な低下 

二 冷却水の温度の異常な上昇又は冷却水の供給停止 

三 内燃機関における 潤滑油の圧力の異常な低下 

四 制御回路の電圧の異常な低下 

五 筐体内の温度の異常な上昇 

六 内燃機関軸受の潤滑油の温度の異常な上昇 

七 気体燃料の漏えい 



 

４  省令第 2 7 条に規定する 「 速やかに」 と は、 内燃機関の回転速度が定格の回転速度を 超え

た場合にあっ ては定格の回転速度の 1 .1 6 倍を 超える 以前の時点を いい、 その他の場合にあ

っ ては異常が発生し た時点を いう 。  

 

７  ガス エン ジン 式及びガス タ ービ ン 式常用発電設備並びにガス コ ージェ ネレ ーショ ン シス テム に

関する 発電部分の取扱い 

ガス エン ジン 及びガス タ ービ ン 式常用発電設備（ 屋外に設置する も ので、ガス タ ービ ン 式につい

ては、 気体燃料を 使用する も のに限る 。） 並びにガス コ ージェ ネレ ーショ ンシス テム に関する 発電

部分（ 屋外に設置する も ので、 常用のも のに限る 。） のう ち、 ⑴及び⑵に示す防火上の安全措置及

び構造に係る 要件を 満たす機器については、 条例第 1 8 条の２ の特例を 適用し 、 ⑶に定める 距離を

確保する こ と で、 条例第 1 3 条第３ 項において準用さ れる 条例第 1 2 条第２ 項に定める 距離要件を

満たす必要はないも のと する こ と ができ る 。  

 ⑴ 外箱の板厚について 

外箱の材料は鋼製と し 、 その板厚は、 1 .6 ミ リ メ ート ル以上と する こ と 。  

⑵ 次のアから キま での要件に適合する こ と 。  

ア 発電出力 

発電出力 1 0 キロ ワ ッ ト 以上 3 0 0 キロ ワ ッ ト 未満のも のである こ と 。  

イ  外箱の断熱・ 防音に用いる 材料 

外箱の断熱・ 防音に用いる 材料は、「 電気用品の技術上の基準を 定める 省令」（ 昭和 3 7 年通商

産業省令第 8 5 号） ※別表第８ -１ ⑵ヒ に規定する 難燃性を 有する も のである こ と 。  

※ 「 電気用品の技術上の基準を 定める 省令」 は、 平成 2 5 年に全部改正（ 平成 2 5 年経済産業

省令第 3 4 号） さ れ、 当該省令から 別表第８ は削ら れている 。 別表第８ に関し ては、「 電気用

品の技術上の基準を 定める 省令の解釈について（ 通達）」 中の別表第８ （ 電気用品安全法施行

令別表第１ 第６ 号から 第９ 号ま で及び別表第２ 第７ 号から 第 1 1 号ま でに掲げる 交流用電気

機械器具並びに携帯発電機_ （ 経済産業省ホーム ページ） の１ ⑵ヒ に規定する 難燃性を 有する

も のである こ と 。  

ウ  燃料が漏れた場合の安全対策 

燃料が漏れた場合、こ れを 検知し 、自動的に燃焼部への燃料の供給を 遮断する 措置が講じ ら れ

ている こ と 。 ただし 、 漏れた燃料が速やかに外箱の外部に排出さ れ、 かつ、 原動機室内へ漏れな

い構造と なっ ている も のを 除く 。  

エ 異常時の安全対策 

使用に際し 、故障等によ り 異常と なっ た場合に安全を 確保する ために、次のいずれかに掲げる

安全装置が設けら れている こ と 。  

なお、 安全装置と は、 自動的に燃焼部への燃料の供給を 遮断し 、 かつ、 当該燃料の供給を 自動

的に再開し ないも のを いう 。  

( ｱ)  外箱の温度が過度に上昇し た場合において、 自動的に燃焼部への燃料の供給を 遮断する 装

置 



( ｲ)  冷却液、 潤滑油の温度が過度に上昇する 等の異常が生じ た場合において、 自動的に燃焼部

への燃料の供給を 遮断する 装置 

オ 電装基板の安全対策 

当該設備の電装基盤は、 使用さ れる 条件において変形等の異常が生じ ないも のである こ と 。  

カ  換気口の構造 

換気口は、 外箱の内部が著し く 高温になら ないよ う 空気の流通が十分に行え、 かつ、 雨水等の

浸入防止措置が講じ ら れている こ と 。  

キ 次の( ア) から ( エ)ま での要件に適合する こ と 。  

( ｱ)  火災を 封じ 込める こ と ができ る こ と 。  

( ｲ)  耐食性を 有する 又は担保でき る こ と 。  

( ｳ)  十分な強度を 有する こ と 。  

( ｴ)  外部から の衝撃に耐えら れる 又は衝撃を 受けないよ う な措置がさ れている こ と 。  

 

⑶ 当該機器と 近接する 建築物その他土地に定着する 工作物及び可燃物ま での離隔距離 

ア 平成 1 4 年消防庁告示第１ 号で定める 離隔距離 

イ  一般財団法人日本ガス 機器検査協会の評定を う けたも のは、 当該評定で示さ れた離隔距離 

 

表 1 3 -２  

 

 

 

 

 

平成 1 4 年消防庁告示第１ 号で得ら れる

距離又はメ ーカー等が定める 離隔距離 

近接する 建築物等又は可燃物 

発電設備 



 

火災予防条例における 発電設備体系図  

 

 

 

                        

  

 

 

 

 

                   

 

       

                  

 

         

                    

  

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

        

                   

 

 

 

                   

 

 

 

 

内燃機関を 原動力と する 発電設 

（ 第 1 3 条）  

燃料電池発電設備（ 第８ 条の３ ）  

1 0 ｋ W 未満（ 気体燃料を 使

用） ＋安全装置 

上記以外 

固体高分子型燃料電池又は固

体酸化物型燃料電池 

溶融炭酸塩型燃料電池 

リ ン 酸型燃料電池 

1 0 ｋ W 未満＋安全装置 

上記で準用し た規定のう ち 、 以下の規定については

準用し ない。  

・  屋外において建築物から ３ ｍ の距離を 保有する

こ と 。  

・  屋内における 不燃室への設置 

・  消防署への設置の届出       など  

第３ 条（ 炉） 、第 1 2 条（ 変電設備） 及び第 1 3 条（ 内

燃機関を 原動力と する 発電設備） に係る 規定のう ち

必要な規定を 準用 

 

火を 使用する 設備（ 改質器部分で火を 使用する こ と

から ）  

※逆火防止装置は全てについて要し ない。  

その使用に際し 、 火災発生危険性のある 設備 

・  屋外において建築物から ３ ｍ の距離を 保有する

こ と を 要し ない。  

・  消防署への設置の届出を 要し ない。  

従来の規制と 同じ  

 


